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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第64期

第２四半期連結
累計期間

第65期
第２四半期連結

累計期間
第64期

会計期間
自平成27年４月１日
至平成27年９月30日

自平成28年４月１日
至平成28年９月30日

自平成27年４月１日
至平成28年３月31日

売上高 （千円） 13,352,033 12,799,262 33,797,435

経常利益 （千円） 87,345 76,941 1,874,451

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 8,457 40,242 1,136,114

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △35,721 64,834 1,034,087

純資産額 （千円） 8,348,974 9,803,555 9,900,466

総資産額 （千円） 21,468,053 21,330,252 25,547,016

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 2.55 11.21 339.11

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 38.9 46.0 38.8

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 267,183 2,760,411 1,655,027

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △1,021,862 △200,613 △3,066,746

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 219,990 △1,293,823 717,784

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 1,521,504 2,621,943 1,360,950

 

回次
第64期

第２四半期連結
会計期間

第65期
第２四半期連結

会計期間

会計期間
自平成27年７月１日
至平成27年９月30日

自平成28年７月１日
至平成28年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 25.57 2.15

 

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

　当社は、平成28年７月１日付で株式会社総合防災を連結子会社化いたしました。これにより、平成28年９月30日現

在において、当社グループは当社、子会社５社及び関連会社１社により構成されることとなりました。なお、当社

は、平成28年10月１日付で連結子会社である株式会社ヒューセックを吸収合併しております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 

(1）業績の状況

　当第２四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年９月30日まで）におけるわが国経済は、年初にマイ

ナス金利が導入され、金融緩和策の深堀りが図られたものの、いわゆるアベノミクスに頭打ち感が認識されるよう

になり、従来の円安・株高のトレンドから、一転して円高・株安のトレンドとなり、企業、個人の景況感はやや弱

含んでいるようです。

　一方で、英国の国民投票でＥＵ離脱が示されたことで、ヨーロッパのみならず世界経済全体へのマイナス影響が

懸念される状況となり、加えて継続しての地政学リスク、新興国経済の下振れリスク等もあり、先行きへの不透明

感、警戒感が強く認識される状況となりました。

　当社グループの属する防災業界におきましても、民間設備投資は、東京オリンピック・パラリンピックを背景に

堅調に推移すると見込まれているものの、公共投資については前年比マイナスが見込まれており、消費税再増税の

先送りにより前倒し需要惹起が見込まれなくなったこと、一方で国内労働市場の逼迫感は広がってきており、な

お、先行きへの懸念は払拭できませんが、政府が打ち出したアベノミクスの一環として経済成長を促すための景気

刺激策のもと、消費マインドの改善とともに、総需要の底上げによる景気浮揚への期待感は膨らんでいるようにも

見受けられます。

　このような経済状況のもと、当社グループは、引き続き自動火災報知設備から消火設備、消火器そして消防自動

車までをカバーする総合防災企業としての立ち位置を強化しつつ、積極的な営業活動を推進してまいりました。ま

た、各種防災設備の設計・施工、消火器及び消防自動車等の製造そしてそれらのメンテナンスを通じて、世の中に

安心・安全を提供し、より良質な社会インフラを構築するという社会的使命を果たすべく、グループ一丸となって

注力しております。

　このような状況のもと、当社グループの当第２四半期連結累計期間の売上高は12,799百万円（前年同期比552百

万円減少）となりました。利益につきましては、営業利益68百万円（同19百万円減少）、経常利益76百万円（同10

百万円減少）、親会社株主に帰属する四半期純利益40百万円（同31百万円増加）となりました。

　当社グループは、各種防災設備の設計・施工・保守点検、消火器及び消火設備、消防自動車、自動火災報知設備

の製造・販売、防災関連用品の仕入・販売等、幅広く防災にかかわる事業を行っており、単一セグメントであるた

め、業績については営業種目別に記載しております。

　営業種目別の業績は、次のとおりであります。

 

① 防災設備事業

　当第２四半期連結累計期間は、大型商業ビル等の新築案件、リニューアル案件が引続き旺盛であったものの、工

事進捗のずれ込み等により、売上高は7,252百万円（前年同期比620百万円減少）となりました。売上総利益につき

ましては、1,486百万円（同１百万円減少）となりました。

② メンテナンス事業

　当第２四半期連結累計期間は、改修・補修工事案件にかかる引き合いは継続してありましたが、一部案件が翌四

半期以降に持ち越されたこと等により、売上高は2,609百万円（同167百万円減少）となりました。売上総利益につ

きましては、原価率の改善等により958百万円（同49百万円増加）となりました。

③ 商品事業

　当第２四半期連結累計期間は、消火器の販売は低調であったものの、消火器以外の防災関連用品の販売が好調で

あったこと等により、売上高は2,530百万円（同４百万円増加）となりました。売上総利益につきましては、工場

原価の低減等により279百万円（同40百万円増加）となりました。
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④ 車輌事業

　当第２四半期連結累計期間は、特殊車輌の納入があったこと等により、売上高は406百万円（同230百万円増加）

となりました。売上総利益につきましては、一部の車輌にかかる製造コストが嵩んだこと等により17百万円の損失

（前年同四半期は20百万円の利益）となりました。

 

(2）財政状態の状況

　当第２四半期連結会計期間末の資産合計は、21,330百万円（前連結会計年度末比4,216百万円減少）となりまし

た。

　流動資産は、14,110百万円（同4,105百万円減少）となりました。主な内容は、現金及び預金2,621百万円（同

1,260百万円増加）、受取手形、売掛金及び完成工事未収入金8,144百万円（同5,896百万円減少）、商品及び製品

1,318百万円（同293百万円増加）、未成工事支出金550百万円（同170百万円増加）等であります。

　固定資産は、7,219百万円（同111百万円減少）となりました。主な内容は、有形固定資産4,338百万円（同29百

万円減少）、のれん1,432百万円（同62百万円減少）、投資その他の資産1,249百万円（同0.8百万円増加）等であ

ります。

　負債合計は、11,526百万円（同4,119百万円減少）となりました。

　流動負債は、8,682百万円（同3,731百万円減少）となりました。主な内容は、支払手形、買掛金及び工事未払金

4,871百万円（同2,909百万円減少）、短期借入金1,250百万円（同750百万円減少）、未成工事受入金962百万円

（同533百万円増加）、賞与引当金291百万円（同244百万円減少）等であります。

　固定負債は、2,844百万円（同388百万円減少）となりました。主な内容は、長期借入金955百万円（同239百万円

減少）、退職給付に係る負債922百万円（同４百万円減少）、繰延税金負債393百万円（同98百万円減少）等であり

ます。

　純資産合計は、9,803百万円（同96百万円減少）となりました。主な内容は、配当金の支払161百万円及び親会社

株主に帰属する四半期純利益40百万円を計上したことにより、利益剰余金が5,444百万円（同121百万円減少）、そ

の他有価証券評価差額金105百万円（同12百万円増加）等であります。これらの結果、当第２四半期連結会計期間

末における自己資本比率は46.0％となりました。

 

(3）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物は、2,621百万円となり、前連結会計年度末から1,260百

万円増加しました。

　当第２四半期連結累計期間における、各キャッシュ・フローの状況は、次のとおりであります。

　営業活動によるキャッシュ・フローは、2,760百万円の収入（前年同期間は267百万円の収入）となりました。主

な収入は、売上債権の減少5,915百万円、未成工事受入金の増加533百万円等であります。主な支出は、賞与引当金

の減少244百万円、たな卸資産の増加468百万円、仕入債務の減少2,911百万円等であります。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、200百万円の支出（同1,021百万円の支出）となりました。主な収入は、

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による収入29百万円等であります。主な支出は、有形固定資産の取得に

よる支出222百万円等であります。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、1,293百万円の支出（同219百万円の収入）となりました。収入は、長期

借入れによる収入50百万円であります。主な支出は、短期借入金の減少750百万円、長期借入金の返済による支出

347百万円、配当金の支払額161百万円等であります。

 

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(5）研究開発活動

　当第２四半期連結累計期間における当社グループの研究開発費の総額は、90百万円であります。

　　　　なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

EDINET提出書類

日本ドライケミカル株式会社(E25282)

四半期報告書

 4/20



第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 14,000,000

計 14,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成28年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年11月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式    3,590,906    3,590,906
東京証券取引所

（市場第一部）

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式であ

り、単元株式数は

100株であります。

計    3,590,906    3,590,906 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成28年７月１日～

平成28年９月30日
－ 3,590,906 － 700,549 － 700,549
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（６）【大株主の状況】

  平成28年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

綜合警備保障株式会社 東京都港区元赤坂１丁目６番６号 550,000 15.32

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８番11号 266,400 7.42

株式会社初田製作所 大阪府枚方市招堤田近３丁目５番地 100,000 2.78

日本ドライケミカル取引先持株会 東京都港区台場２丁目３番１号 99,900 2.78

新日本空調株式会社
東京都中央区日本橋浜町２丁目31番１

号
96,000 2.67

沖電気工業株式会社 東京都港区虎ノ門１丁目７番12号 89,000 2.48

株式会社吉谷機械製作所 鳥取県鳥取市古海356番地１ 80,000 2.23

株式会社東京エネシス
東京都中央区日本橋茅場町１丁

目　　　３番１号
70,000 1.95

堀　江　豊 福井県小浜市 70,000 1.95

ＫＢＬ　ＥＰＢ　Ｓ．Ａ．１０７

７０４

43　ＢＯＵＬＥＶＡＲＤ　ＲＯＹＡ

Ｌ　Ｌ－295　５　ＬＵＸＥＭＢＯＵＲ

Ｇ

63,200 1.76

計 － 1,484,500 41.34

（注） 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。

　　　　 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社　　　248,800株

 

 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成28年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式       300 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 3,589,800 35,898

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式であり、単元株式

数は100株であります。

単元未満株式 普通株式       806 － －

発行済株式総数          3,590,906 － －

総株主の議決権 － 35,898 －
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②【自己株式等】

平成28年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合

（％）

日本ドライケミカル

株式会社

東京都港区台場２丁目

３番１号
　　300 　　　－ 　　300 　　0.01

計 － 　　300 　　　－ 　　300 　　0.01

 

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成28年７月１日から平

成28年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、ＰｗＣあらた有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

　なお、ＰｗＣあらた監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成28年７月１日をもってＰｗＣあらた有限責任

監査法人となっております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成28年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,360,950 2,621,943

受取手形、売掛金及び完成工事未収入金 14,041,351 8,144,475

商品及び製品 1,024,455 1,318,275

仕掛品 291,192 384,484

原材料及び貯蔵品 529,955 613,753

未成工事支出金 379,528 550,454

繰延税金資産 362,000 257,575

その他 232,099 224,801

貸倒引当金 △4,940 △4,853

流動資産合計 18,216,594 14,110,911

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 3,666,630 3,691,215

減価償却累計額 △744,836 △780,981

建物及び構築物（純額） 2,921,793 2,910,234

その他 2,709,695 2,719,177

減価償却累計額 △1,263,207 △1,290,746

その他（純額） 1,446,488 1,428,430

有形固定資産合計 4,368,282 4,338,665

無形固定資産   

のれん 1,494,658 1,432,381

その他 218,795 198,722

無形固定資産合計 1,713,454 1,631,103

投資その他の資産 ※ 1,248,685 ※ 1,249,572

固定資産合計 7,330,422 7,219,341

資産合計 25,547,016 21,330,252

負債の部   

流動負債   

支払手形、買掛金及び工事未払金 7,781,623 4,871,953

短期借入金 2,000,000 1,250,000

1年内償還予定の社債 160,000 160,000

1年内返済予定の長期借入金 645,400 587,200

未払法人税等 182,319 74,121

未成工事受入金 428,722 962,220

賞与引当金 536,533 291,757

役員賞与引当金 19,348 6,766

完成工事補償引当金 116,880 115,103

修繕引当金 2,600 -

その他 540,464 363,298

流動負債合計 12,413,893 8,682,423

固定負債   

社債 80,000 -

長期借入金 1,194,300 955,200

役員退職慰労引当金 95,987 99,700

修繕引当金 40,789 38,640

退職給付に係る負債 926,841 922,100

繰延税金負債 491,562 393,132

その他 403,176 435,499

固定負債合計 3,232,656 2,844,273

負債合計 15,646,549 11,526,696
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成28年９月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 700,549 700,549

資本剰余金 3,620,607 3,620,607

利益剰余金 5,565,838 5,444,500

自己株式 △304 △470

株主資本合計 9,886,690 9,765,187

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 92,410 105,194

退職給付に係る調整累計額 △78,634 △66,826

その他の包括利益累計額合計 13,775 38,367

純資産合計 9,900,466 9,803,555

負債純資産合計 25,547,016 21,330,252
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

売上高 13,352,033 12,799,262

売上原価 10,695,570 10,092,491

売上総利益 2,656,462 2,706,770

販売費及び一般管理費 ※ 2,569,009 ※ 2,638,321

営業利益 87,452 68,449

営業外収益   

受取利息 842 976

受取配当金 10,253 13,203

受取保険金 23 5,427

為替差益 574 -

その他 17,249 19,634

営業外収益合計 28,943 39,243

営業外費用   

支払利息 15,184 12,851

為替差損 - 6,961

持分法による投資損失 7,391 7,774

和解金 5,000 -

その他 1,475 3,163

営業外費用合計 29,051 30,751

経常利益 87,345 76,941

特別利益   

負ののれん発生益 - 13,444

特別利益合計 - 13,444

特別損失   

固定資産除売却損 3,846 687

特別損失合計 3,846 687

税金等調整前四半期純利益 83,498 89,698

法人税、住民税及び事業税 76,481 54,369

法人税等調整額 △1,439 △4,912

法人税等合計 75,041 49,456

四半期純利益 8,457 40,242

親会社株主に帰属する四半期純利益 8,457 40,242
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

四半期純利益 8,457 40,242

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △53,440 12,784

退職給付に係る調整額 9,260 11,808

その他の包括利益合計 △44,179 24,592

四半期包括利益 △35,721 64,834

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △35,721 64,834

非支配株主に係る四半期包括利益 - -
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 83,498 89,698

減価償却費 121,453 174,880

のれん償却額 62,277 62,277

負ののれん発生益 - △13,444

貸倒引当金の増減額（△は減少） 23 1,638

賞与引当金の増減額（△は減少） △70,372 △244,776

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △7,772 △12,582

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） △962 △1,777

修繕引当金の増減額（△は減少） 2,224 △4,749

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △2,660 3,713

固定資産除売却損益（△は益） 3,846 687

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △13,361 △4,740

受取利息及び受取配当金 △11,095 △14,180

支払利息 15,184 12,851

受取保険金 △23 △5,427

持分法による投資損益（△は益） 7,391 7,774

売上債権の増減額（△は増加） 2,862,282 5,915,845

たな卸資産の増減額（△は増加） △196,486 △468,439

未成工事支出金の増減額（△は増加） △1,036,502 △170,925

未成工事受入金の増減額（△は減少） 28,174 533,498

仕入債務の増減額（△は減少） △1,058,200 △2,911,069

未払金の増減額（△は減少） 66,924 △40,720

未払消費税等の増減額（△は減少） △324,600 △24,783

その他 9,649 30,387

小計 540,892 2,915,635

利息及び配当金の受取額 10,373 13,250

利息の支払額 △15,364 △9,304

保険金の受取額 23 5,427

法人税等の支払額 △268,741 △164,598

営業活動によるキャッシュ・フロー 267,183 2,760,411

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △984,241 △222,481

無形固定資産の取得による支出 △23,672 △13,897

保険積立金の積立による支出 △430 △433

敷金及び保証金の差入による支出 △14,443 △2,970

敷金及び保証金の回収による収入 1,145 9,809

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

収入
- 29,360

その他 △220 -

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,021,862 △200,613
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  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の増減額（△は減少） 100,000 △750,000

長期借入れによる収入 600,000 50,000

長期借入金の返済による支出 △246,200 △347,300

リース債務の返済による支出 △4,604 △4,777

社債の償還による支出 △80,000 △80,000

自己株式の取得による支出 - △165

配当金の支払額 △149,205 △161,580

財務活動によるキャッシュ・フロー 219,990 △1,293,823

現金及び現金同等物に係る換算差額 759 △4,981

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △533,928 1,260,993

現金及び現金同等物の期首残高 2,055,433 1,360,950

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 1,521,504 ※ 2,621,943
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更に関する注記）

（連結の範囲の重要な変更）

当社は、平成28年7月1日付で株式会社総合防災の株式を取得し子会社化したため、当第2四半期連結会計期間よ

り連結の範囲に含めております。

 

（会計方針の変更）

（有形固定資産の減価償却方法の変更について）

当社及び連結子会社の有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却方法につきましては、従来、定率法を採

用しておりましたが、当連結会計年度より定額法に変更しております。

この変更は、中長期的な経営方針のもと前年度までに実施した試験研究設備及び製造設備投資を機に、有形固

定資産の使用状況等に照らし減価償却の方法について再検討したことによるものであります。その結果、製造設

備が長期安定的に稼動していること、設備投資の効果が使用可能期間にわたり平均的に生ずると見込まれること

から、定額法を採用することが費用配分の観点から合理的であり、経済実態をより適切に反映できると判断した

ものであります。

この変更により、従来の方法によった場合と比べ、当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金

等調整前四半期純利益はそれぞれ91,143千円増加しております。

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号平成28年３月28日）を第１四

半期連結会計期間から適用しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成28年９月30日）

投資その他の資産 15,923千円 17,649千円

 

 

（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前第２四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日

　　至 平成27年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日

　　至 平成28年９月30日）

従業員給料及び手当 956,272千円 1,015,293千円

賞与引当金繰入額 213,592 215,926

退職給付費用 92,998 102,548

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日）

現金及び預金勘定 1,521,504千円 2,621,943千円

現金及び現金同等物 1,521,504 2,621,943
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（株主資本等関係）

前第２四半期連結累計期間（自平成27年４月１日　至平成27年９月30日）

１．配当金支払額

 （決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月25日

定時株主総会
普通株式 149,205 45 平成27年３月31日 平成27年６月26日 利益剰余金

 

　　２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末　後となるもの

 （決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年11月９日

取締役会
普通株式 82,891 25 平成27年９月30日 平成27年12月７日 利益剰余金

 

当第２四半期連結累計期間（自平成28年４月１日　至平成28年９月30日）

１．配当金支払額

 （決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月24日

定時株主総会
普通株式 161,580 45 平成28年３月31日 平成28年６月27日 利益剰余金

 

　　２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末　後となるもの

 （決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年11月10日

取締役会
普通株式 89,764 25 平成28年９月30日 平成28年12月12日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　当社グループは、各種消火防災設備の設計・施工・保守点検、消火器及び消防自動車の製造・販売、防災用

品の仕入・販売等の防災事業の単一セグメントであるため、セグメント情報は記載を省略しております。

 

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日

至　平成27年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額    2円55銭  11円21銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（千円）
8,457 40,242

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益金額（千円）
8,457 40,242

普通株式の期中平均株式数（株） 3,315,670 3,590,655

　　　（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

（重要な後発事象）

（自己株式の取得）

当社は、平成28年11月10日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用され

る同法第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項について決議いたしました。

 

(1) 自己株式の取得を行う理由

株主還元の強化および資本効率の向上を図るとともに、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を遂行す

ることを目的として、自己株式の取得を行うものであります。

 

(2) 自己株式取得に関する取締役会の決議内容

① 取得する株式の種類  当社普通株式

② 取得する株式の総数  50,000株（上限）

（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合　1.39％）

③ 取得する期間 　　　　　平成28年11月11日から平成29年２月10日まで

④ 取得価額の総額　　　　120,000千円（上限）

⑤ 取得の方法　　　　　　東京証券取引所における市場買付
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２【その他】

　平成28年11月10日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

　(イ）配当金の総額………………………………………89百万円

　(ロ）１株当たりの金額…………………………………25円00銭

　(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成28年12月12日

　（注） 平成28年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 　　 　　該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

 

   平成28年11月11日

    

日本ドライケミカル株式会社    

取　締　役　会　御中    

   
    

 ＰｗＣあらた有限責任監査法人

    

 
　　指定有限責任社員

　　業務執行社員
公認会計士 小林　昭夫　　印

    

 
　　指定有限責任社員

　　業務執行社員
公認会計士 椎野　泰輔　　印

    

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本ドライケミ

カル株式会社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成28年７月１

日から平成28年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結

キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠

して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本ドライケミカル株式会社及び連結子会社の平成28年９月30日現

在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表

示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

強調事項

　会計方針の変更に記載のとおり、会社及び連結子会社は、当第１四半期連結会計期間より、有形固定資産(リース資産

を除く)の減価償却方法を定率法から定額法に変更している。

　当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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